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In formulating a community disaster management plan, it is necessary to incorporate an evacuation action 

plan that can be implemented. However, with regard to marginalized communities with aging populations, 
there is not an abundance of knowledge and data for this purpose. Therefore, in this study, we conducted 
action research for more than five years in Takasu settlement, Fukui City, and also conducted a 
questionnaire survey of the actual conditions of the residents during the heavy rains that occurred in July 
2021 to analyze their attitudes toward disaster information. Based on the results, we made some basic 
considerations and recommended that the concept of individual evacuation plans be more thoroughly 
implemented and that the concept of marginally adequate evacuation be deepened. 

1 はじめに 
地区防災計画を策定するにあたっては、地域の特

性に応じて、住民の避難行動に関する「実行可能性」
が見込まれる内容を規定しておく必要がある。特に
近年は、「気象の極端化(1)」（日本経済新聞 2020）な
どの作用によって、全国各地で豪雨災害・土砂災害が
頻繁に起きていることから(2)、災害リスクの高いエリ
アでは、あらかじめどのようなタイミングで、だれ
と、どのルートで、どのような移動手段を使って、ど
こに避難するのか等、具体的に想定しておくことが
求められている。 

住民の避難行動を考慮する際には、原理的に言え
ば、主体の意識や心理の状況とも相即するかたちで、
空間的なイメージと時間的なイメージを組み合わせ
て検討することが重要となる。危難に遭遇するまで
の猶予時間を生かして、より安全な場所に身を置く

アクションが完遂することこそが「難を逃れる」こと
を意味するからである。 

近年、この点に関わる研究や実践が着実に蓄積し
てきており、様々な議論や検討がなされてきた。たと
えば、時々刻々と状況が変わり、事態が切迫していく
さなかで、個別具体のアクション（メニュー）を実行
させるアプローチとしては、「マイ・タイムライン」
などの取り組みが浸透してきている(3)。2021 年 6 月
には、国土交通省が「地域における取組事例集」を発
表したことにより、今後さらに取り組みの輪が広が
るものと思われる（国土交通省水管理・国土保全局 
2021）。また、日常モードと災害モードの意識を切り
替えるトリガーやタイミングに焦点化したアプロー
チとしては、「避難スイッチ」(4)（矢守・竹之内ほか 
2018; 竹之内・矢守ほか 2020）などが試みられてい
て、すでに論考も多く編まれ、実践の現場やメディア
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などからも支持を集めている（NHK 2019）。 
さらに、これらの取り組みを継承するかたちで、時

間と空間のイメージをより包括的に捉え直した“避
難行動パッケージ”を提唱した先行研究としては、

「余裕避難」（近藤 2018a, 2018b, 2022）のコンセプ
トをあげることができる。仔細は、本稿の第 8 章で
述べるが、これは、避難行動を起こす「トリガー」に
アンカリングされがちな従来の取り組みの弱点を補
うために、平素から、そして危難が去るまで、着実に
余裕を持って臨む構え（stance）を明示した要諦であ
る。たとえば、豪雨のあとで“時間差で”襲ってくる土
砂災害に関しても、「避難したままの状態で様子を見
ること」がマインドセットされるようにしていたり、
あらかじめ空振り事案を許容する心の余裕を持つこ
とを織り込んでいたりする点に特徴がある。 

ところで、このようなアイデアの数々を専門家や
外部支援者が特定のコミュニティに「実装」しようと
しても、圧倒的なハザードの外力をまえにしたとき、
もしくは、内発的なパワーの限界や減退をリアルに
感得したとき、地域住民の間では、「計画すること自
体が心理的な負担になる」といった反発や、「計画し
ても“絵に描いた餅”に過ぎない」といった諦観・焦燥
感などが醸成される情況がときに見受けられる（た
とえば、類似した事例として、高知県四万十町興津地
区の津波防災に対する状況を報告した近藤・孫ほか

（2012）の論考を参照）。日本の山間集落、なかでも
「限界集落」―65 歳以上の住民が人口の過半数を占
める集落(5)―においては、このような後ろ向きの声を
聴くことも決して少なくない。 

そこで筆者らは、2016 年度から、ひとつの限界集
落にフィールド・エントリーして、主に土砂災害を想
定した地区防災計画の策定を企図したプロジェクト
を展開し、住民の防災力向上を図るうえで、どのよう
にすれば、計画自体を、より充実化・実質化すること
ができるのか検討することにした。本稿では、今夏

（2021 年 7 月末）、当該集落を襲った豪雨の後に実施
したアンケートの結果をもとに、住民の避難行動に
対するモチベーションに即した避難計画策定事業の

ありかたに関する基礎的な考察を行った(6)。 
 

2 調査対象フィールド：福井市高須集落 
本研究の調査対象フィールドは、福井市高須集落

である。この集落は、市の中心部より北西約 20 ㎞に
位置する高須山の中腹にある（図 1）。世帯数は約 40
戸で、実質的な高齢化率は 7 割程度である(7)。 

集落の地勢は、地すべり地形の中にあって、土砂災
害を警戒すべき斜面・崖地が点在している（図 2）。 

集落内に通じる舗装された道路（市道）は 2 本し
かないが、そのうちの 1 本は旧く狭隘で―現地では

「旧道」と呼ばれている―、路面の舗装にはブロック
擁壁のずれに伴って発生したと考えられる亀裂が散
見される。第 4 章で述べるとおり、今回の豪雨によ
って、この旧道の斜面ではがけ崩れが発生し、1 か月
ほど車が通行できなくなった。 
 
3 プロジェクトの概要 

本研究で行っているアクションは、大きくわける
と、「住民参画型の斜面監視活動」と「ローカルメデ
ィアを活用した情報共有策」の 2 種類ある。 
 

 

図 1 高須集落の位置 
福井県土砂災害警戒区域等管理システムをもとに作成 

高須集落 

福井駅 
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図 2 高須集落の土砂災害ハザードマップ 

福井県土砂災害警戒区域等管理システムをもとに作成 
楕円の中にほとんどすべての住居が集まっている 

 
前者は、視覚的に優れた計測機器である「OSV

（On-Site Visualization）のコンセプトを具現化した
簡易な装置(8)を導入して、住民が日常的に斜面の様子
を見まわるなかで、たがいに防災意識を高め、異変を
キャッチした際には早期避難につなげようとする取
り組みである。活動の仔細や機器の仕様に関しては、
小山・近藤ほか（2018, 2019, 2020）で逐次報告して
きているので、そちらを参照していただきたい。 

また、後者は、防災の「かわら版」(9)を大学生が手
作りして、毎月のように各戸に配布するという取り
組みである。防災活動の PDCA サイクルを遂行して
いく際に、コアメンバーだけが熱心に参画し、周りの
住民にはプラスの影響が波及しない「過依存」という
弊害が生じる場合がある（たとえば、矢守（2013）
の「ダブル・ダブル・バインド」を参照）。そうした
事態に陥ることを見越して、「PDCA&S」、すなわち、

「Share」（情報共有／内部広報）（近藤・杉山 2016）
のアクションを、当該プロジェクトではあらかじめ
意図的にセットしておくことにした。この取り組み
に関しては、当学会の口頭発表（近藤・谷岡ほか 
2019; 近藤・谷岡ほか 2020）や査読論文（近藤・小
山 2021）で連続的に報告してきたので、詳しくはそ
ちらを参照していただきたい。 

 

なお、コロナ禍においても、リモートで実施できる
ことを探しながらプロジェクトの活動を止めずに取
り組んできた。そこでは、すでに当学会の査読論文に
て報告しているとおり（近藤 2020）、コロナ禍によ
って「社会的なつながり（social connecting）が有す
る価値」が新たに見直された。そこで本稿も、高須集
落と大学関係者の双方がこれまで共同で築いてきた
信頼関係をベースにして、防災対策のベターメント

（betterment）を実現することを目指している。 
 
4 令和 3 年 7 月 29 日の大雨時の気象概況 

2021 年（令和 3 年）7 月 29 日、高須集落では未明
に大雨が降り、集落の内外で土砂災害が発生した。 

福井地方気象台（2021）の速報によれば、7 月 29
日は、台風 8 号から変わった日本海の低気圧に向か
って暖かく湿った空気が流入し、また、東日本上空約
6000m にあった氷点下 6 度以下の寒気が北陸地方に
流れ込んだことから、大気の状態が非常に不安定に
なっていたという。局地的に雨雲が発達し、福井市街
地において明け方から朝にかけて 1 時間 80mm 以上
の猛烈な雨が降った。降り始め（28 日 1 時 00 分）
から 29 日 16 時 00 分までの総降水量は、福井地方
気象台で 128.0mm を観測した。7 月 29 日 6 時の気
象レーダーの画面を、図 3 に示す。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3 2021 年７月 29 日 6 時の気象レーダー 
福井地方気象台（2021）の速報から筆者らが抜粋 

高須集落 

高須集落 
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7 月 29 日に日付が変わった時点で、福井市には、
大雨注意報・雷注意報・洪水注意報・高潮注意報が発
表されていた。その後の経過を、表 1 にまとめた。 

 
表 1 福井市周辺に発出された主な気象情報 

福井地方気象台（2021）の速報から筆者らが抜粋作表 
 
4:22  大雨警報（土砂災害） 

4:49  大雨警報（土砂災害）が坂井市にも発表 

5:07  大雨警報（土砂災害・浸水害） 

5:24  洪水警報 発表 

5:25  福井県土砂災害警戒情報第 1 号（福井市） 

5:28  記録的短時間大雨情報第１号（福井市付近 

で約 80mm） 

6:12  洪水警報が坂井市にも発表 

      大雨警報（土砂災害・浸水害）が鯖江市や 

越前町など広域に発表される 

6:17  記録的短時間大雨情報第 2 号（福井市付近 

で約 100mm） 

6:25  福井県土砂災害警戒情報第 2 号（福井市・ 

坂井市） 

6:25  福井県土砂災害警戒情報第 3 号（福井市・ 

坂井市・鯖江市・越前町など） 

8:31  記録的短時間大雨情報第 3 号（越前町上糸生 

で 83mm, 福井県設置雨量計） 

8:37  記録的短時間大雨情報第 4 号（鯖江市付近 

で約 80mm） 

13:30 福井県土砂災害警戒情報第 3 号（全解除） 

13:42 洪水注意報 

15:33 大雨注意報 

18:01 大雨・洪水注意報 解除 

 
 
大雨警報（土砂災害）が出されたのは 4時 22分で、

洪水警報が加わったのは 5 時 24 分であった。 
土砂災害警戒情報が出たのは 5 時 25 分となって

いる。高須集落が該当する「本郷地区」に避難指示が
出たのは、このタイミング（5 時 30 分）であった。
福井市はインターネットなどを通じて、「午前 5 時 30
分に、本郷地区に避難指示を発令します。本郷小学校
を避難所として開設します。危険な場所から全員避

難してください」との情報を発信していた（10）。 
5 時 28 分と 6 時 17 分には、福井市に記録的短時

間大雨情報が発表された。この頃に冠水した市街地
の様子などがメディアで報じられている（福井新聞 
2021; NHK 2021）。 

このうち、NHK のニュースによれば、避難指示が
出ている福井市本郷地区の大年町に住む女性のコメ
ントとして「早朝 4 時半くらいから雨と雷がすごく
なり、車が水に浸かっているのが見えました。自宅の
周りの道路は冠水してしまっていて避難所にも行け
ない状態です。外に出るよりも家にいた方が安全だ
と判断して家にとどまっています」という内容を紹
介しており、少なくとも福井市の山間部側（高須集落
に至る際の通過点）では、大雨警報が出た頃にはすで
に事態が深刻化していたものと推察される。 
 
5 高須集落周辺の被害状況 

2021 年 7 月 29 日の豪雨によって、高須集落では
幸いにも人的被害は出なかったものの、集落の内外
でがけ崩れ等の物的被害が生じた。 
 市道の一部が削り取られるようにして陥没したり

（写真 1）、がけ崩れによって完全に道が塞がれたりし
たところもあった（写真 2）。集落にアクセスするた
めの道は 2 本しかないが、このうち 1 本が使用でき
なくなった。なお、この被害箇所は、当該プロジェク
トにおいて斜面監視活動を続けていたポイントの近
傍であった（写真 3）。 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

写真 1 市道の被害の様子（2021.7.31.筆者撮影） 
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写真 2 市道の道路閉塞箇所（2021.7.31.筆者撮影） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真 3 市道の道路閉塞箇所（2021.7.31.筆者撮影） 
左奥が道路閉塞箇所、右端の楕円部が観測装置 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

写真 4 農道の被害の様子（2021.7.31.筆者撮影） 

 
 

また、農道にも多数の被害が発生し、一部のエリア
では、しばらくの間、田畑にアクセスできず、流入し
た土砂を掻き出す作業ができなかった（写真 4）。 
 
6 調査の方法 

今回の豪雨を高須集落の住民はどのように経験し
たのか。また、現時点で、避難行動に関してどのよう
な意識を持っているのか。今後の地区防災計画策定
事業の参考に付するため、取り急ぎ調査を実施する
ことにした。 

夏は農作業の繁忙期でもあり、また、復旧工事など
の作業もある。さらにコロナ禍でもあるため、対面式
のヒアリングを行うことは断念した。なるべく住民
の負担にならないように配慮して、A3 版 1 枚のみの
質問紙を作成して郵送式・匿名式で実施した。期間は
8 月 20 日～9 月 5 日とした。 

調査対象は、集落内に主な生活拠点を置く 28 世帯
とし、世帯主に回答を求めた。ここで、世帯主を調査
対象とした理由は、単身世帯が 4 割を占めているこ
と、70 代以上が過半数を占めていて各世帯は日常的
にひとつのユニットとして行動していることがあげ
られる。 
 
7 結果 

質問紙調査を実施した結果、21 通の回答を得た。
回収率は 75.0%である。以下、調査結果を、今回の豪
雨に対する受け止め方（7.1）、住民の対応行動（7.2）、
災害情報に対する意識（7.3）の順に記述する。 
 

7.1 今回の豪雨に対する受け止め方 
7 月 29 日の豪雨は、先述したように（第 4 章）、

集落近傍の観測結果からすれば降雨強度 80mm ない
しは 100mm となっていて、誰しもが相当の恐怖感を
抱くような降雨だったものと考えられる。しかし、就
寝時間でもあり、屋敷の中に居たであろう多くの高
齢者たちが災害の発生までも予感していたのかは本
人に確かめてみなければわからない。そこで、質問紙
では 4 つの設問から実情を探索することにした。 
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いずれも、「あてはまる」、「どちらともいえない」、

「あてはまらない」、「わからない」の四択で尋ねた結
果、図 4 に示すとおりとなった。 
「雨の降り方に恐ろしさを感じた」人、「周辺で被害

が発生しそうだと感じた」人は、それぞれ 85.7%と
90.5%と、大半を占める結果となった。また、「平成
30 年 7 月豪雨（西日本豪雨）以上の雨」だと感じた
人は 57.1%を占めていた。 

一方で、「自宅に被害が及びそうだと考えた」人は
38.1%と、相対的に見れば多くはなかった(11)。 

 
7.2 住民の対応行動 

7 月 29 日の豪雨時の住民の判断や行動を、９つの
設問に分けて確認した。なお、高須集落では、まだ避
難に関するマニュアルや計画は整備されておらず、
避難先に関しては、指定避難所である数キロ離れた
公民館まで行くのか、それとも集落内にある農協の
倉庫に身を寄せるのか等、様々な意見があるものの、
方針を統一するまでには至っていない。 
まず、豪雨が降り始めたときの居場所は、「高須集落

内」が 21 名中 17 名（81.0%）、「集落外」3 名（14.3%）、
無回答 1 名（4.8%）となった。 
 次に、避難の準備（「非常用持ち出し袋の中身を点 

 
検するなどと例示）をしたか尋ねたところ、「した」
人はわずかに 4 名（19.0%）で、残りの 17 名（81.0%）
は「しなかった」を選択していた。 
 「家の外の様子を見にでかけたか」に関しては、「で
かけた」人が 10 名（47.6%）、「でかけなかった」人
が 11 名（52.4%）で、比率が拮抗していた。 
 最終的に「別の場所に避難」した人は、ひとりもい
なかった。21 名全員が「避難しなかった」をマーク
していた。このうち 2 名は、「集落外」に居たと回答
した人であったことから、雨が降るか否かに関わら
ず、別の理由（用事や仕事など）で集落外に居た人で
あったものと推認することができる。 
 さらに、「家の中のより安全な場所に移動しました
か」と尋ねてみた。その結果、「した」は 2 名（9.5%）、

「しなかった」は 19 名（90.5%）となった。いわゆる
「自宅待避」、「在宅避難」を選択・実行した人が少な
くとも 2 名いたことが明らかとなった。 
 この設問のあとに、移動／避難した人は、実際にど
こからどこに移動／避難したのか具体を記述するこ
とを求めている。上記 2 名は、ふたりともこの設問
に回答を寄せていた。1 名は、「1 階」から「2 階」と
記していた。典型的な垂直避難をしたものと思われ
る。もう 1 名は、「家の中」から「倉の二階」と記し 

図 4 豪雨の受け止め方（n=21） 
 

85.7% 90.5%

38.1%

57.1%

4.8%
9.5%

28.6%

19.0%

9.5%

28.6% 14.3%

4.8% 9.5%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

恐ろしい 周辺被害ありそう 自宅被害ありそう 西日本豪雨以上

あてはまる どちらともいえない あてはまらない わからない



地区防災計画学会誌 第 22 号                                          2021 年 12 月 

78 

 
ていた。これは、母屋の寝室から、離れにある石造り
の蔵の二階部分に移動したことを意味しているもの
と考えられる。水平避難と垂直避難を組み合わせて
おり、木造から石造の構造物に移動している点もふ
まえると、集落内で生存確率を高める行動としては
理想的なアクションをとっていたように見える。 
 なお、移動／避難しなかった人たちを対象として、
その理由を多肢選択式（MA）で尋ねてみた。結果は、
図 5 のようになった。 
 一番多くの人がマークしたのは、「雨の降り方が強
いため外に出ると危ないと考えたから」（12 名）であ
った。避難しようと考えたにせよ、その時点ですでに
豪雨の状態になっていたことがわかる。また、「夜だ
ったから」（7 名）という理由があるとおり、あたり
は暗く、外出することを躊躇せざるをえない状況に
あったものと推察される。「交通手段がない」ことを
理由にあげた人がいなかったことからも、「避難すべ
きであったろうし、やればできたのだろうけれども、
結局実行しなかった」と回顧している人が一定の割
合を占めているようである。 

  
ただし、「どこに行けばよいかわからなかった」と

いう人が 4 名いて、やはり計画策定・周知の不徹底
から、戸惑いを感じた人もいたようであった。 

また、「じゅうぶん安全だと思った」（6 名）、「これ
までに被害が出たことがないから」（5 名）といった
油断を感じさせる回答も複数あった。そしてさらに、

「そもそも避難しないことにしている」という回答も
あった（1 名）。 
 ここで「その他」をマークした 3 名の記述にも注
目しておこう。1 名は、「これまで 70 年生きてきて、
家自体が被害にあったことがなかったから」と書い
ており、これは選択肢 6 を補足するコメントである
ものと思われる。また、1 名は、「行き先がない」と
書いており、これは選択肢 4 を言い換えたコメント
であるものと思われる。残る 1 名は、かなり丹念に
実情を述べていた。抜粋すると、「（指定）避難所が遠
くてあまりなじみのない場所で積極的に（避難しよ
うという）行動意欲がわかない」、「高齢者が多いので

（集落内に留まる）世話係が必要になってくるので自
分だけ他に移動するというのは気が引ける」、「（あの

図 5 避難・移動しなかった理由（単位：人） MA（n=21） 
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日は）家の外は道路が川になって激しい流れで怖く
て移動できない状態でした」（丸括弧内の語句は本稿
執筆者が追記）とのことであった。 
 
7.3 災害情報に対する意識 

本章の最後に、災害情報に対する住民の意識・意向
に関する設問の回答結果を概括しておく。 

まず、7 月 29 日の情報接触度を確かめるため、多
肢選択式で、以下の情報を入手していたか確かめた。  

(1)防災無線の屋外スピーカー、(2)自治会の防災担
当者からの町内放送(12)、(3)福井県の防災アプリの情
報、(4)福井市のエリアメール、この 4 つである。 
 その結果、yes の回答は、(1)=9 名（42.9%）、(2)=14
名（66.7%）、(3)=11 名（52.4%）、(4)=12 名（57.1%）
となった。全体の半数ほどの人たちが、何らかのかた
ちで警報や避難に関する情報を手にしていたことが
わかった。 

しかし、第４章で見たとおり、短時間で矢継ぎ早に
届いた「洪水警報」（5 時 24 分）、「土砂災害警戒情
報」（5 時 25 分）、「記録的短時間大雨情報」（5 時 28
分）、「避難指示」（5 時 30 分）などの情報を、どこま
で正確に理解して自身の判断に生かすことができた
のかに関しては、疑問の余地が残る。 
 そのことを考えるうえで参考になるデータが、次
に示す、そもそも「土砂災害警戒情報」のことを知っ
ているかという設問の回答結果である（図 6）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6 土砂災害警戒情報を知っているか（n=21） 

図 7 公的情報に対する許容度（n=21）単位：人 
 
「土砂災害警戒情報」を「知らない」と回答した人

は、ひとりもいなかった。「あまりよく知らない」と
いう自信のなさをうかがわせる選択肢を選んだ人も
3 名のみであった。ある程度まで認知度は高まってい
るものと考えられる。高須集落における防災プロジ
ェクトは、活動を開始してからすでに 5 年に及ぶ。
斜面の監視活動の際や防災「かわら版」の誌面におい
ても、「土砂災害警戒情報」を説明する機会がこれま
でに複数回あった。また、テレビや新聞などを通じ
て、この用語を目にする機会も増えているものと思
われる。 
 ただし、無回答者が 3 名いたことや、「まあまあ知
っている」の回答者が最大多数（10 名）となってい
ることなどから、この用語の認知度が高まっていた
としても、その中身をしっかり把握する理解度に関
しては、まだ課題が残されているものと考えたほう
がよいだろう。さらに踏み込んでいえば、仮に「土砂
災害警戒情報」の何たるかを個々人が理解していよ
うがいまいが、孤立して暮らす高齢者であっても危
機を察知するための情報が手に入り、すぐに難を逃
れることができるような体制づくりを検討すること
が、当該集落にとってみれば死活的に重要であると
言えよう。 
 それでは―これも“そもそもの話”という位置づけ
になるが―、危機を知らせ避難を促す公的な情報に 
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対して、住民はどのようなスタンスで接しているの
だろうか。公的な情報が「はずれ」た場合に対する許
容度を確かめてみることにした。 

災害の発生前に行政から注意喚起の情報が発表さ
れなかった「見逃し」のケースと、行政が避難を呼び
かけたのにもかかわらず災害が起きなかった「空振
り」のケースについて、それぞれ許せると思うか尋ね
た。結果を、図 7 に示す。 

結果を見ると、多くの住民は、「空振り」に対して
は許せるという気構えを有しており（81.0%）、一方
で「見逃し」に対して許せると考えている人は66.7%、
3 人に 2 人程度に留まることが分かった。内閣府は、
災害対応を担う市町村に対して、「虎の巻」なるもの
を発刊し、「空振り OK、見逃し NG」との周知を図っ
てきた（内閣府 2015）。高須集落の集合的なデータ
を見るかぎり、内閣府や自治体の方針と住民の意向
との間に特段大きなギャップがあるとは言えないよ
うである。 
 高須集落の住民の認識が上述した状況であること 

 
をふまえたうえで、それでは、どのようなタイミング
で「見通し情報」が手に入れば、予防的な避難行動を
実行に移すことができるのだろうか。今後のプロジ
ェクトのありかたを構想するために、この点を、以下
の 3 パターン(a～c)の設問によって確かめてみた。 
 (a)「今後また激しい豪雨が起きた際、雨の降り方
を即座に判定・分析して、被害が発生する「2 時間ま
え」に危機が切迫していることが特定できるとした
ら、その情報をもとにして、あなたは集落を離れて、
より安全な場所まで避難できると思いますか？」 
 (b)「もし「１時間まえ」に、より精度が高い情報と
して危難が迫っていることを判定してお知らせでき
るとしたら、その情報をもとにして、あなたは集落を
離れて、より安全な場所まで避難できると思います
か？」 
 (c)「夜中・未明に豪雨が降りそうであれば、日が暮
れるまえに（前の日に）、あらかじめ市街地まで避難
しておく手もありかもしれません。あなたは、そのよ
うな身構えをとることができますか？」 

図 8 見通し情報があれば予防的な避難を行えるか（n=21） 
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 選択肢は五件法―「できる」、「たぶんできそう」
「どちらともいえない」、「たぶんできない」、「できな
い」―で設定して回答を求めた。その結果を、図 8 に
示す。 
 これを見るとわかるとおり、「できる」、「たぶんで
きそう」というポジティブな感触を示した人の割合
は、いずれのパターンにおいても、全体の半数にも満
たなかった。また、回答の傾向を個票で確かめてみる
と、(a)、(b)、(c)でポジティブな回答をマークしてい
た人は、実は、同じ 6 名ほどの人たちに集中してい
たことがわかった。これを裏返しにして表現すると、

「見通し情報」が入手できる条件が「2 時間まえ」で
あろうが「1 時間まえ」であろうが、「前日」であろ
うが「精度が高い」ものであろうが、避難することに
関する「実行可能性」を見いだせない人たちの考え
は、ほとんど揺るがないということを意味している。 
 
8 考察 
 高須集落の住民を対象にした質問紙調査の結果か
ら、限界集落に暮らす特に高齢者たちの、豪雨時の実
際の行動や災害情報に対する考え方の主な傾向を見
てきた。 

高須集落の大半の住民にとってみれば、今回の豪
雨は恐怖を感じるほどであったのだが（7.1）、家の外
の様子を確かめているにも関わらず（7.2）、避難の準
備に着手することはなく（7.2）、最終的に移動するこ
ともなかった（7.2）。周辺には被害が及ぶかもしれな
いとイメージ出来たとしても（7.1）、自宅には被害が
出ないと考えていた（7.1）。そして、こうした経験を
ふまえて、発災の 1～2 時間まえに「見通し情報」が
得られるようになったとしても、結局、自分は逃げら
れないだろうと考える人が多かった（7.3）。なかには、
そもそも「逃げないことにしている」人もいた（7.1）。 

これらを総合すると、災害リスクに対する感度が
鈍くて「油断」しているわけでは決してなく、「抗っ
ても仕方ない」、「そうは言ってもこれまでずっと大
丈夫だった」という心持ちから、誰かのせいにするわ
けでもなく、深刻な事態が起きるかもしれないとい

う厳然たる事実を「否認」している、あるいは「受忍」
しているものと解釈することもできる。 

また、今回の豪雨のケースに限って述べるならば、
典型的な台風襲来時のようにマクロな気象情報を参
照して「マイ・タイムライン」を駆動し始めることは
極めて困難であったろうし、局所的に見ても、「避難
スイッチ」に該当するような明瞭な異変(13)が現認さ
れたころには“時すでに遅し”で、「避難スイッチ」を
確認しようと外出した人（だけ）が危難に巻き込まれ
ていた可能性さえ指摘できそうである(14)。 

また「余裕避難」のコンセプトにあてはめてみて
も、第 1 段階の「余裕」（後述する）があらかじめ生
み出せていたとは言い難い。このようにして個別・具
体のコンテキストに内在して検討してみると、「早期
避難」や「予防的避難」を基軸に据えた安全サイドに
寄せたアクションを惹起することは、至極困難であ
るものと考えられる。そこで今後、地区防災計画に避
難行動計画をセットし、その「実行可能性」を担保し
ていくとすれば、従来型のアプローチに加えるかた
ちで、少なくとも次の 3 つの観点を保持していくこ
とが求められるだろう。 

まず 1 点目は、「個別避難計画」（内閣府 2021）の
徹底である。今回の緊急調査によって、高須集落の住
民のなかには、「どこに行けばよいかわからなかった」
という人が 4 名いて、戸惑いを感じた人もいたよう
であった（7.2）。さらに、複数名、「自宅待避」、「在
宅避難」を実行した人がいたことがわかった（同じく
7.2）。このうち 1 名は、母屋から頑丈な石蔵の二階に
移動していて、斜面からも離れる方向に動いていた。
このような「取り得るアクション」のなかの「グッ
ド・プラクティス」を共同で見出し、個別避難計画の
なかの選択肢のひとつとして措定していくことが求
められるものと考える。 

これは、従前の「要配慮者のための災害時個別ケア
プラン」（兵庫県 2021）と同じ趣旨・発想であるの
だが、こうした「個別避難計画」の内容をケアマネー
ジャーや民生委員など福祉部門だけで作成するので
はなく、集落の構成員同士で相互に見比べて検証し
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合い、自治会（ないしは「組」単位）で情報を共有す
ることによって、地域全体の総合力を高めるように
仕向けていくとよいのではないだろうか。 

高須集落をはじめ、限界集落のコミュニティにお
いては、各地の中山間地に見られるような共同体と
しての助け合い行動には頼れないほど、共助の力が
やせ細っているきらいがある。いざというときに集
団で行動すること自体、もはや難しいとも言える。 

そこでまずは個々人（各世帯）が生存確率を高める
ような構えを、日常生活にセットしておく必要があ
る。「個」の事情を反映した計画を積み上げて、「地区」
の計画に精査していくボトムアップのアプローチで
ある。 

この時、「避難しないことに決めている」人が、コ
ミュニティのメンバーシップから取りこぼされない
ようにすることも肝要である。「避難しない」からこ
そ、自宅内において最も安全な場所を点検する必要
があるし、ひょっとすると、すでに点検済なのかもし
れない。そしてもちろん、自宅に“籠城する”ことだけ
に拘泥する必要はないので、自宅の背後に危険な斜
面がある人などは、せめて“お隣さんの家にお邪魔す
る作戦”なども検討するとよいだろう。いわば、必要
最小限度の、出来得る限りでの共助である。 

2 点目は、「余裕避難」（近藤 2022）の拡張である。
ここで、あらためて「余裕避難」とはどういったコン
セプトであるか短く説明しておくと、まず、第 1 段
階の「余裕」として、(1) 気象情報の 24 時間程度の
見通し情報をもとに余裕をもって「立ち退き避難」、
あるいは「分散避難」することがあげられる。次に、
第 2 段階の「余裕」として、(2)余裕をもって避難先
で留まり続けることがあげられる。“時間差”で襲っ
てくる土砂災害などに巻き込まれないようにするた
めである。そして、第 3 段階の「余裕」としては、
(3)警報が解除されたからといってすぐに警戒を解く
ことがないように余裕をもって構えることがあげら
れる。最後に、第 4 段階の「余裕」として、(4)情報
の受容に関して余裕をもって受け止めることがあげ
られる。たとえ避難の呼びかけが“空振り”に終わっ

たとしても、“良い訓練になった”と思い合えるよう
な心構えのことである。このようにして、「余裕避難」
は、時空間のイメージを包括的に捉え返し、避難行動
をワンパッケージに集約した指針となっている。 

たとえば、「避難スイッチ」のコンセプトが、スイ
ッチのたとえのごとく、まるで「オン／オフ」とデジ
タルに「非日常／日常」を切り替えられると勘違いさ
れてしまうようなケースが散見されたことから、上
記(3)に示したとおり、「余裕避難」のコンセプトにお
いては、警戒を解く局面で自ら危難を招き寄せてし
まうことがないように明示しているわけである。 

しかし、この「余裕避難」のコンセプトにおいても、
今回の高須集落のケースは、ジャストフィットする
とは言い難い。当該住民からしても、直前の時間的な
余裕など感覚的には無かったに等しいはずである。
そこで、この「余裕避難」のコンセプトをさらに拡張
して補うとするならば、第 0 段階の「余裕」として、

「警戒レベル 0 こそ大事」だということを追加する必
要があるのではないか（図 9）。 
「警戒レベル 0」とはすなわち、「日常」のことであ

る。平素の暮らしのなかに、土砂災害の警戒態勢を埋
め込んでしまう謂いである。たとえば、個別避難計画
策定時に洗い出された身の御しかたを、普段から実
装していくように試行してみる。斜面から離れた側
に寝室を移してしまうとか、二階にも寝床を準備し 

 

図 9 修正版「余裕避難」コンセプト 
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図 10 「計画」の領域 

 
ておくなどのアクションが考えられる。 

ただしもちろん、個々人の生活環境のなかで、無理
のない範囲でその所作を試行錯誤していく必要があ
る。「やっぱりどうやっても見出せない」という経験

（プロセス）をふむことも大事であろう。それならば
なおさら、「警戒レベル 0」時のアンテナを広げて、
リスクの襲来・切迫に対して敏感になっておく必要
がある。斜面の監視活動に参画する意義も、ここにお
いて深まるだろう。 

繰り返し述べておけば、限界集落においては、集合
的な共助の力に頼るには、もはや限界がある。だから
といって、個々人が危機に即応するほどの機動力を
持つように強いることには、もっと無理がある。した
がって、個別の計画に余裕をもたせ、その余裕をもた
せたプランを地区全体の計画に統合するのである。
逆のアプローチ（トップダウンで個々人にあてはめ
る）のほうが策定作業自体は効率的に遂行されるの
であろうが、そうした場合には、対応できない少数の
弱者を見過ごしてしまう危険が高まる。 

最後に、保持すべき 3 つ目の観点としては、この
ようなきめ細かな個別計画の策定を志向したとして
も、地区防災計画の意義を見失わないようにするこ
とである。個々人、各世帯のプランがばらばらでは、
縮退したとはいえ、残された共助の力を掬いだすこ
とは叶わなくなる。たとえば、似たような動線を考え
ている人同士であれば、危機が迫るなかで一緒に行

動する可能性を計画に含めてもよいし、現時点で全
く手に負えない状況にある人が見つかれば、だれか
ひとりでも―この場合は、集落の外にいる人が該当
するかもしれない―、連携を密にする対象者を皆で
探して計画に組み込むように尽力するとよいだろう。 

もちろん、すべてのことを計画することは原理的
には出来ないし、こだわりが閾値を超えれば、まさに
“絵に描いた餅”であって、徒労に終わるだけだろう。
しかし、何も計画しないことは「無計画」に過ぎない。
それよりも、計画できることと臨機応変に立ち向か
うべきことの境界を対自化すること（杉山・近藤 
2016）、「計画しておくこと」と「敢えて計画しない
こと（非計画）」の領域を区分けしてみるプロセスこ
そが、地域防災計画の策定事業に実質を与えてくれ
もするだろう（図 10）。 

このような困難なチャレンジを前向きな思いで臨
めるようにしていく際の梃子（leverage）として、「地
区防災計画」という道具立て（artifact）がプラスに
作用するポテンシャルもあるはずである。何と何が
どこまで進捗し、何と何は未解決なのか。次は何をク
リアすればよいのか、地区防災計画はその見取図を
与えてくれもする。課題が山積しているようにみえ
る限界集落においても、そこに暮らすひとりひとり
にとって生きる励みとなる（encouragement）ような
事業を共に為すことが求められるのではないだろう
か。 
 
9 課題と展望 
 本稿では、ひとつの限界集落における土砂災害を
対象としたプロジェクトの成果と豪雨時の実態調査
から、地区防災計画における避難行動計画策定のあ
りかたに関する基礎的な考察を行った。残念ながら、
サンプル数がごく限られた一事例による検討である
ため、今後はさらに各地の状況を比較するなどして、
多角的な検討を重ねる必要がある（なお、近藤（2022）
なども参照のこと）。 
 そのうえで、縦断的・通時的なリサーチを引き続き
進めていかなければならないものと考える。当該集
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落の状況に即していえば、これからも高齢化が進み、
人口減少も加速するなかにあって、本稿が提起した
ような個別計画の「実行可能性」が根底から掘り崩さ
れてしまうクリティカルな局面に、いずれ直面する
ことになるのかもしれない。しかし、客観的に見れば
苦難の道のりであったとしても、事態に内在的にコ
ミットすれば、また味わいの違った経験を共有でき
るかもしれない(15)。「計画ありき」ではない関わりの
足場を確保しつつ、取り組みの視野を押し広げてい
くことが、より一層求められるだろう。 

当該プロジェクトでは、これからも息長くねばり
強い挑戦を続けていく所存である。 
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注 

（1）気象庁のウェブサイトには、「極端気象」の情報をとりま
とめたページ「大雨や猛暑日など（極端現象）の長期変
化」を設けている。https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/i
ndex_extreme.html（2021 年 9 月 5 日閲覧）。 

（2）国土交通省砂防部（2021）の報告書によれば、2020 年度
の土砂災害の概況がまとめられている。それによれば、
2020 年は、1,319 件（土石流等 223 件、地すべり 117 件、
がけ崩れ 979 件） の土砂災害が発生し、死者・行方不明
者は 21 名であった。 

（3）東京都は、防災専用のホームページにおいて、「東京マイ・
タイムライン」に関する普及啓発を行っている。PDF を
ダウンロード、印刷したのち、手書きで中身を書き込め
ばオリジナルの「タイムライン」が作成できるキットな
どが公開されている。https://www.bousai.metro.tokyo.lg.
jp/mytimeline/ （2021 年 9 月 5 日閲覧）。 

（4）論考によっては「防災スイッチ」とする記述の仕方も見

られるが、ここでは文脈上、「避難スイッチ」（たとえば、
矢守（2018）における記述）を採用した。 

（5）「限界集落」の概念に関しては、大野（2008）などを参照
のこと。最新の状況に関しては、たとえば、読売新聞（2020）
でも報道されていたとおり、総務省の調査統計が参考に
なる（総務省 2020）。 

（6）当該事象を矢守（2018）の「FACP モデル」にあてはめ
ると、C=Critical、死活的なケースに該当する。もちろん、
大規模地すべりなどの被害まで想起すれば、P=Potential、
潜在的なケースと呼べるかもしれない。 

（7）筆者らの調査によれば、集落を生活の主な拠点にしてい
る世帯の数は、28 と見られる。このうち 60 代以上の高
齢者が占める割合は、7 割ほどにのぼる。このことは、
2020 年度に実施した全戸対象の質問紙調査の結果から
も確かめられている。 

（8）簡易な装置は、(1) 筒状の装置を斜面に設置して、傾斜の
変化に応じて先端の光の色が変化する傾斜計（ポケット
に入るサイズの発光型傾斜計、Light Emitting Inclination 
Sensor/POCKET）」、(2) 斜面に鏡を設置し、定点から鏡
を覗き、見える景色に変化があるとその斜面に異変が起
きていることを確認できる「SOP（Single Observation 
Point）」、(3) 斜面崩壊のおそれがある場所に棒を一直線
に立て、定点から見ると棒が重なり 1 本に見えるが、斜
面に変化が生じると棒が複数に見える「見通し棒」の 3
種類ある。 

（9）防災の「かわら版」のタイトルは「たかすいかす」で、高
須集落の昔ながらの知恵を生かす、という意味が込めら
れている。現在は B4 版・片面カラー印刷で、毎月末に各
戸配布している。2021 年 8 月末時点で、38 号を迎えた。 

（10）「YAHOO!JAPAN くらし」の「自治体からの緊急情報履    
歴」のページにはログが残されているため、5 時 49 分と
いうタイムスタンプと発信されたメッセージの内容を確
認することが出来た（2021 年 9 月 6 日閲覧）。 

（11）もちろん、住居の立地に拠るところも大きいと思われる。
そもそも自宅のまわりに危険な斜面はないという人もい
れば、このくらいの雨であれば、道路は冠水しても自宅
へ浸水することはないという人もいたはずである。今回、
回答者の住所地のデータは取得していないので、詳細に
分析することまではできなかった。 

（12）これは、各家庭に子機を置いたかたちの自治連合会用の
有線放送のことで、高須集落では農協の倉庫に放送室を
設けている。防災担当者がエリア分けして集落単体に向
けて情報を配信することができる。7 月 29 日は明け方に
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2 度放送した。現地で聞き取りしたところ、すでに豪雨と
なっていたことから、集落の防災担当者は、もはや避難
／移動できるような状況ではないと考えて「身の安全を
確保するように」とのアナウンスメントを行ったとのこ
とであった（2021.7.31.現地にて情報採取）。 

（13）「避難スイッチ」に関しては、もちろん、時間的な猶予
が得られるような身近な事象をスイッチにすることが推
奨されているため、ここでの記述には該当しないケース
が多いものと想定される。しかし、実際にそれを見極め
て設定することは至難である。たとえば、「避難スイッチ」
が駆動した好例としてたびたび引照されている 2017 年
九州北部豪雨災害時の福岡県朝倉市平榎集落住民の避難
行動の場合、過去の経験からスイッチにあたるものとし
て小河川の水位を措定していたとも報道されたが、それ
を現認しようとした住民たちは、溢れ出した水流にさら
われかねない状況であったことが、のちに明らかとなっ
ている（近藤 2022）。避難スイッチの成功・失敗事例に
関しては、今後もさらに慎重に知見を蓄積していく必要
があるだろう。 

（14）この点に関する議論は、矢守（2013）の第 5 章や、矢守
（2014）の命題 2 を参照されたい。事態の時空間概念に関
しては、不用意に単純化するよりも、そのグラデーショ
ンをそのままに対自化することが要請される。 

（15）アンケートの自由記述欄には、「5 年 10 年後、このよう
な状態になったとき、また、その他の色々なことを考え
ると、再度、住所を考え直したいと思います」との回答
があった。災害リスクを直視した際に、あまりの外力の
大きさにたじろぎ、ふるさとに愛着が持てなくなるよう
な事態があったとすれば、防災という営みがトポフィリ
アの価値の喪失を招来させた事態だとも言えるだろう。
自戒を込めて言えば、人は、防災のために生きているわ
けではない。 
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